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 Ⅰ．政策研究最前線           科学技術指標を支える研究者の「絆」！ 






















































ます。1991 年に初めて公表してから今回で 13 回目になります。過去 6 回、指標体系を改訂してお
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2008 年（2007～2009 年の平均）において、米国、中国、イギリス、ドイツに次ぐ、世界第 5 位のポ
ジションにあります（図 1(A)）。一方、「世界の論文の生産への貢献度」では、1995 年以降、日本は
世界第 2 位となり約 10 年間ポジションを維持していましたが、中国に追い越され 2008 年（2007～
2009 年の平均）で世界第 3 位です。なお、日本とイギリスやドイツとの差は縮まりつつあることが
わかりました（図 1(B)）。 
 
図 1 主要国の論文数シェアの変化（全分野、3 年移動平均） 
 
 (A)世界の論文への関与度（整数カウント） (B)世界の論文の生産への貢献度（分数カウント） 
注：全分野での論文シェアの 3 年移動平均（2006 年であれば 2005、2006、2007 年の平均値）。 
(A)整数カウント：複数国の共著による論文の場合、それぞれの国に１とカウントする。そのため、各国の論文数の世界シェアを合計すると 100％を超えるこ
ととなる。 
(B)分数カウント：複数国の共著による論文の場合（例えば A 国と B 国の共著）、それぞれの国に A 国 1/2、B 国 1/2 とカウントする。したがって、各国の論
文数の世界シェアを合計すると 100％となる。 
資料：トムソン・ロイター サイエンティフィック“Web of Science”を基に、科学技術政策研究所が集計。 
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図 2 日本特許庁、欧州特許庁、米国特許商標庁への特許出願における主要国のシェア 
 (A)日本特許庁  (B)欧州特許庁  (C)米国特許商標庁  


















































注: 件数は特許出願日に基づく。国は第１出願人の居住国である。3 年移動平均の値。  
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 Ⅱ．気になる！？科学技術       最近の話題への注目度（2010 年 8 月調査） 




ること」でした。［調査期間：8 月 27 日(金)～31 日（火）］ 
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 Ⅲ．最近の動き 
○ 講演会・セミナー 
・8/2   NISTEP－JST/CRDS 共催講演会 
「Review of Reverse Innovation, Disruptive Innovation: New Vision of Innovation 
System Expansion in Asia」 
Professor Chang Chieh Hang Division of Engineering & Technology Management, 
National University of Singapore 
・8/5   所内講演会 
「科学技術への市民参加や科学コミュニケーションの現状と課題 
～欧州・米国における動向を踏まえた我が国のあり方について～」 
 中村 征樹 大阪大学 大学教育実践センター 准教授 
・8/6   NISTEP セミナー 
「平成 21 年度 民間企業の研究活動に関する調査結果報告」 
 永田 晃也 第 2 研究グループ 客員研究官 他 
・8/27  NISTEP－RISTEX 共催講演会 
「科学・技術におけるガバナンス：市民参加型社会イノベーションについて」 
     ロビー・バーロズニック博士 ベルギー フラマン議会社会技術機構（IST）所長 
・8/31  NISTEP セミナー 
「第２回全国イノベーション調査」 
 大橋 弘 第 1 研究グループ 客員総括主任研究官 他 
・8/31  所内講演会 
「科学技術行政の進展と科学技術政策研究所への期待」 
 和田 智明 前科学技術政策研究所長 
 
○ 主要訪問者一覧 
 ・8/24  ＮＳＦ東京事務所 Dr.Michael Gorman Program Director（米国NSF本部） 
篠原 加寿子 科学担当官（NSF東京事務所） 
・8/31  在京カナダ大使館 マーク・スカリオン 参事官 
 米道 早苗 調査官 
 
○ 新着研究報告・資料 




・「科学技術動向 2010 年 8 月号」 
  レポート1 ＩＣＴから見たスマートグリッドの可能性 
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